
医
療
の
高
度
化
や
被
保
険
者
の
減
少
に
よ
り
、
１
人
あ
た
り
の
医
療
費
は
増
加
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
町
は
県
に
対
し

て
納
付
金
を
納
め
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
が
、
そ
の
た
め
の
国
民
健
康
保
険
税
の
税
収
は
不
足
し
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
国

保
財
政
の
健
全
で
安
定
し
た
運
営
を
図
る
た
め
、
令
和
元
年
度
か
ら
税
率
等
の
改
正
を
行
う
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
国
保
財
政

の
厳
し
い
状
況
を
ご
理
解
い
た
だ
き
、
加
入
者
の
皆
さ
ん
が
安
心
し
て
医
療
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し

ま
す
。

医
療
費
の
増
大

医
療
の
高
度
化
、
被
保
険
者
数
の
減
少

な
ど
に
よ
り
一
人
あ
た
り
の
医
療
費

は
、
平
成
25
年
度
か
ら
５
年
間
で
約

17
％
の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。
今
後

も
被
保
険
者
数
は
減
少
し
て
い
き
ま
す

が
、
医
療
費
全
体
額
の
減
は
少
な
い
と

予
想
さ
れ
る
た
め
、
一
人
あ
た
り
の
医

療
費
は
増
加
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
ま

す
。（【
図
１
】
参
照
）

国
保
財
政
の
ひ
っ
迫

毛
呂
山
町
国
保
で
は
被
保
険
者
の
減
少

な
ど
に
よ
り
埼
玉
県
提
示
の
一
人
あ
た

り
の
保
険
税
必
要
額
は
増
加
し
て
い
ま

す
。
毛
呂
山
町
は
埼
玉
県
に
対
し
て
納

付
金
を
納
め
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん

が
、
納
付
金
を
納
め
る
た
め
の
国
民
健

康
保
険
税
の
税
収
は
不
足
し
て
い
る
の

が
現
状
で
す
。（【
図
２
】
参
照
）

本来必要額 約 91,000 円

実績収納額
※平成 31 年３月末現在

約 57,700 円

不足額 約 33,300 円

【図１】１人あたりの国保税額と療養費用額の推移（単位：千円）

区分（対象者）

医療保険分
（国保に加入する全ての人）

後期高齢者支援金分
（国保に加入する全ての人）

介護納付金分
（国保に加入する 40 歳以上

65 歳未満の人）

改正前 改正後 改正前 改正後 改正前 改正後

所得割額 所得に対して 6.0％ 7.0％ 1.6％ 2.5％ 1.2％ 2.2％

均等割額 加入者
１人当たり 33,000 円 32,000 円 7,500 円 10,000 円 11,500 円 10,000 円

課税限度額 58 万円 58 万円 19 万円 19 万円 16 万円 16 万円

平
成
30
年
度
の
一
人
あ
た
り
の
保
険
税

不
足
額
は
約
３
万
３
千
円
で
す
。
不
足

分
は
国
民
健
康
保
険
財
政
調
整
基
金

（
※
）
な
ど
か
ら
繰
入
し
て
補ほ

填て
ん

し
て

い
ま
す
。
今
後
は
県
か
ら
提
示
さ
れ
る

標
準
保
険
税
率
お
よ
び
国
民
健
康
保
険

財
政
調
整
基
金
の
残
額
等
を
考
慮
し
、

段
階
的
に
税
率
を
見
直
し
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。

※
国
民
健
康
保
険
財
政
調
整
基
金
…
国

保
財
源
に
余
裕
が
あ
る
と
き
に
積
立

て
、
不
足
す
る
と
き
に
取
り
崩
す
こ
と

で
計
画
的
な
財
政
管
理
を
行
う
た
め
の

基
金
で
す
。

改
正
後
の
税
率

【図２】　埼玉県提示の１人あたりの
　　　　保険税必要額（平成 30 年度）

準
保
険
税
率
）
を
参
考
に
、
必
要
に
応

じ
て
保
険
税
率
を
算
定
し
ま
す
。

税
率
改
正
の
理
由

【図３】令和元年度からの新しい税率

国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
が
変
わ
り
ま
す
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低
所
得
世
帯
へ
の
軽
減

所
得
の
少
な
い
世
帯
に
対
し
て
は
、
国

民
健
康
保
険
税
の
減
額
を
行
っ
て
い
ま

す
。
な
お
、
令
和
元
年
度
か
ら
５
割
お

よ
び
２
割
軽
減
の
対
象
と
な
る
世
帯
に

お
い
て
図
４
の
と
お
り
軽
減
を
拡
大
・

拡
充
し
て
い
ま
す
。
こ
の
軽
減
を
受
け

る
に
は
、
前
年
分
の
所
得
を
申
告
し
て

い
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

※
一
世
帯
（
世
帯
主
を
含
む
）
の
前
年

の
合
計
所
得
金
額
が
左
表
基
準
以
下
の

場
合
に
該
当
し
ま
す
。

改正前
33 万円以下 (※１) ７割
被保険者数 (※２)× 27.5 万円 ＋ 33 万円

　以下
５割

被保険者数 (※２)× 50 万円 ２割

改正後 改正内容
33 万円以下 (※１) ７割 ー
被保険者数 (※２)× 28 万円 ＋ 33 万円

　以下
５割 拡大・拡充

被保険者数 (※２)× 51 万円 ２割 拡大・拡充

※
１　

世
帯
主
お
よ
び
16
歳
以
上
の
加

入
者
の
基
礎
控
除
前
の
所
得
の
合
計
で

す
。

※
２　

被
保
険
者
数
に
は
、
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
へ
移
行
さ
れ
た
人
を
含
み

ま
す
。

非
自
発
的
失
業
者
（
倒
産 

・ 

解
雇 

・ 

雇
い
止
め
等
一
定
の
理
由
（
※
３
）
に

よ
る
離
職
者
）
は
軽
減
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

軽
減
は
、
離
職
の
翌
日
の
属
す
る
年
度

か
ら
翌
年
度
末
ま
で
の
間
、
前
年
の
給

与
所
得
を
そ
の
30
／
100
と
み
な
し
て
行

い
ま
す
。
な
お
、
こ
の
軽
減
を
受
け
る

に
は
申
告
が
必
要
で
す
。

※
３　

雇
用
保
険
の
特
定
受
給
資
格
者

ま
た
は
特
定
理
由
離
職
者
と
し
て
、
失

業
給
付
を
受
け
る
人
に
限
り
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
の

広
域
化
に
つ
い
て

国
民
健
康
保
険
は
、平
成
29
年
度
ま
で
、

市
町
村
そ
れ
ぞ
れ
が
保
険
者
と
な
っ
て

運
営
し
て
い
ま
し
た
が
、
平
成
30
年
度

か
ら
は
都
道
府
県
と
市
町
村
が
共
同
保

険
者
と
な
っ
て
運
営
す
る
形
に
変
更
さ

れ
ま
し
た
。（【
図
５
】
参
照
）

今
後
は
、
県
よ
り
示
さ
れ
た
税
率
（
標

【図４】低所得者に対する国保税均等割の減額割合

埼玉県

埼玉県が市町村ごとに決定した

国保事業費納付金を毛呂山町が納付

給付費に必要な費用を、

毛呂山町に払う

準
保
険
税
率
）
を
参
考
に
、
必
要
に
応

じ
て
保
険
税
率
を
算
定
し
ま
す
。

毛呂山町

（保険者）

【図５】国民健康保険の運営広域化

埼玉県が財政運営責任を担うなどの中心的役割

広
域
後
の
市
町
村
の
役
割

被
保
険
者
と
関
係
す
る
き
め
細
か
い
事

業
を
引
き
続
き
担に

な

い
ま
す
。

◆
資
格
管
理

◆
保
険
給
付

◆
保
険
税
率
の
決
定

◆
保
険
税
の
賦ふ

か課
・
徴
収

◆
保
健
事
業　

な
ど

広
域
後
の
埼
玉
県
の
役
割

財
政
運
営
の
責
任
主
体
と
な
り
、
安
定

的
な
財
政
運
営
や
効
率
的
事
業
の
確
保

等
、運
営
の
中
心
的
役
割
を
担
い
ま
す
。

◆
市
町
村
ご
と
の
納
付
金
を
決
定

◆
市
町
村
ご
と
の
標
準
保
健
税
率
等
の　

設
定

◆
給
付
に
必
要
な
費
用
を
市
町
村
に
交

付
◆
国
保
運
営
方
針
（
県
内
の
統
一
的
方

針
）
を
定
め
、
市
町
村
事
務
の
効
率

化
、
標
準
化
、
広
域
化
推
進　

な
ど

広
域
化
に
よ
る
変
更
点

県
と
市
町
村
が
共
同
保
険
者
と
な
る
こ

と
に
伴
い
、
被
保
険
者
証
の
様
式
が
変

わ
り
ま
し
た
。
ま
た
、
高
額
療
養
費
の

多
数
回
該
当
が
通
算
さ
れ
、
県
内
市
町

村
を
ま
た
が
る
住
所
の
異
動
が
あ
っ
て

も
、
異
動
が
県
内
で
か
つ
世
帯
の
継
続

性
が
保
た
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
平
成

30
年
４
月
以
降
の
療
養
に
お
い
て
発
生

し
た
前
住
所
地
の
高
額
療
養
費
の
多
数

回
該
当
に
係
る
該
当
回
数
を
転
居
先
住

所
地
に
引
き
継
ぎ
ま
す
。
前
住
所
地
か

ら
通
算
す
る
こ
と
に
よ
り
、
被
保
険
者

の
負
担
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

問
合
せ　

役
場
税
務
課
町
民
税
課
税

係
ｔ
０
４
９(

２
９
５)

２
１
１
２

１
９
８
・
１
９
９
、
役
場
住
民
課

国
保
年
金
係
ｔ
０
４
９(

２
９
５)

２
１
１
２

１
３
５
・
１
３
６
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